
  

 

 

 

 

 

 

 

報道関係者 各位 

 

（仮称）千葉県小売業＋SAFE
プラスセーフ

協議会の設立について 
～ 従業員の幸せのための安全アクション ～ 

 

千葉労働局（局長：江原由明）は、労働災害（休業４日以上の死傷者数）が増加傾向にあ

る小売業（食品スーパー）を対象として、多店舗を展開している企業のうち、千葉県内に本

社のある企業の協力を得て、新たに（仮称）「千葉県小売業＋SAFE 協議会」を７月 27日に設

立することとしました。 

この協議会では、労働災害の中でも発生割合の高い転倒及び腰痛等の作業行動に起因した

災害を確実に減少させるため、安全衛生に対する意識啓発と自主的な安全衛生活動の定着を

図り、参画企業が千葉県のリーディングカンパニーとなって、労働災害防止に向けた機運醸

成を推進し、安全に安心して働ける魅力ある小売業を目指します。 

 

千 葉 労 働 局 発 表 

令 和 ４ 年 ７ 月 2 １ 日 

【照会先】 
千葉労働局労働基準部 健康安全課 

課        長    工藤 仁美 
地方産業安全専門官    加藤 護 
（ 電   話 ） ０４３－２２１－４３１２ 

（17:15 以降） ０４３－３０６－２４５３ 

Press Release  
 

（仮称）千葉県小売業＋SAFE 協議会 設立会議のご案内 

 

１ 日時 令和４年７月 27 日（水） 午後１時 30 分から 

２ 場所 千葉第２地方合同庁舎 １階会議室 

（千葉市中央区中央４－11－１） 

３ 議題 共同宣言の採択 など 

４ 参画企業等 

  ・イオンリテール株式会社（千葉市） ・株式会社京成ストア（市川市） 

  ・株式会社せんどう（市原市）    ・株式会社ランドロームジャパン（船橋市） 

・株式会社ワイズマート（浦安市）  ・千葉労働局 

・独立行政法人労働者健康安全機構 千葉産業保健総合支援センター（ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ） 

５ 参考情報など 

（１）労働災害の状況 

（２）その他 

   当日、会議室への入室可能時間は午後２時 30 分頃を予定していますので、取材

を希望される方は、事前（７月 25 日（月）まで）に千葉労働局労働基準部健康安

全課あて、取材事前登録（別紙）をしてください。また、建物入口には、警備受付

がありますので、必ず手続きをお願いします。 



  

 

【お願い】 

取材を希望される場合は、お手数ですが、７月 25 日（月）までに、＜取材事前登録票＞

により事前登録をお願いします。 

入室に当たっては、マスクの着用、検温及び消毒にご協力をお願いいたします。発熱等

の症状がある場合はご来場をお控えください。 

 

 

----------切り取らずこのまま fax 送信ください（送信票不要）。メール本文ベタ打ち送信でも構いません------------ 

 

７月 25 日（月）締切 

（仮称）千葉県小売業＋SAFE 協議会 

取材事前登録票（千葉労働局健康安全課あて） 

FAX 送信先：043-221-6868（個人情報につき誤送信にご注意ください!!） 

e-mail:kenkouanzenka-chibakyoku@mhlw.go.jp 

 

貴社名                            

取材者ご芳名                         

連絡先（携帯）                        

（メール）                       

※記載いただいた個人情報は本件取材に関する目的以外には使用いたしません。 

mailto:kenkouanzenka-chibakyoku@mhlw.go.jp
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　注）１．令和4年発生件数は令和5年4月7日確定。
　　　２．陸上貨物取扱業には道路貨物運送事業を含む。
　　　３．木造家屋建設業は建築工事業の内数である。
　　　４．労働者死傷病報告（様式第23号）に基づく統計である。
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業種別労働災害発生状況（休業4日以上）
千葉労働局
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１ 労働災害発生状況
（１）転倒災害発生状況（全業種）

○ 労働災害で「転倒」が最も多く約2８％
（うち骨折などにより約６割が休業１ヶ月以上）

○ 令和３年の死傷者数は

平成29年比で22.6％増

労働災害の発生原因（令和４年）

1

転倒災害の推移（令和４年まで） 年齢階層別労働災害発生状況（令和4年）

○ 高年齢になるほど増加傾向となり、
高年齢の女性の労働災害発生率は特に高い

※新型コロナウイルス感染症のり患による労働災害を除く
出所︓労働者死傷病報告
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１ 労働災害発生状況
（２）小売業における労働災害発生状況

国や事業者、労働者等が重点的に取り組む事項を定めた中期計画である「第13 次労働災害防止計画」におい
ては、小売業も重点業種として、死傷者数を平成29年と比較して、令和４年までに減少させることを目標にし
ている。

○ 「転倒」が38％（うち６割が休業１ヶ月以上）
○ 腰痛などの「動作の反動・無理な動作」が12％

○ 令和３年の死傷者数は

平成29年比で31.0％増

労働災害の発生原因（令和４年）

2

労働災害の推移（令和４年まで）

※新型コロナウイルス感染症のり患による労働災害を除く 出所︓労働者死傷病報告

年齢階層別労働災害発生状況（令和4年）

○ 高年齢になるほど増加傾向となり、
高年齢の女性の労働災害発生率は特に高い
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１ 労働災害発生状況
（３）小売業における転倒災害発生状況

3

転倒災害は、平成29年から51.1％増加している。

50歳以上の女性が60％を占めている。

労働災害の推移（令和４年6月末まで） 年齢階層別労働災害発生状況（令和4年）
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